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組織概要

名称 独立行政法人国際協力機構 Japan International Cooperation Agency（JICA）

発足日
2003年10月1日（2008年10月1日、独立行政法人国際協力機構が国際協力銀行の海外経済協力業務及び外務省の無償資金協力事業の一部を承
継）

設立根拠法 独立行政法人国際協力機構法（JICA法）

資本金 8兆4,865億円（2025年3月末時点）（日本政府による全額出資）

代表者氏名 理事長 田中明彦

職員数 2,011名（常勤職員、2025年1月1日現在）

位置付け
日本の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）の実施機関
開発途上地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じて、国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な
発展に資することを目的とする。（JICA法第3条）

世界97ヶ所の拠点が窓口となり、各国のニーズにあった支援事業を展開しています。

（地域別内訳：アジア23ヶ所、大洋州9ヶ所、北米・中南米24ヶ所、アフリカ28ヶ所、

中東9ヶ所、欧州4ヶ所）

出所：JICA作成

海外拠点

日本各地と途上国を繋ぐ拠点として、地域の方々の行う国際協力活動との連携、

開発途上国からの研修員の受入等、幅広い活動をしています。

また、下記15ヶ所のほかに各県に国際協力推進員を配置して

おり、「地域のJICA窓口」として活動しています。 

① JICA北海道（札幌）

② JICA北海道（帯広）

③ JICA東北

④ JICA二本松

⑤ JICA筑波

⑥ JICA東京

⑦ JICA横浜

⑧ JICA駒ヶ根

⑨ JICA中部

⑩ JICA北陸

⑪ JICA関西

⑫ JICA中国

⑬ JICA四国

⑭ JICA九州

⑮ JICA沖縄

国内拠点 15ヶ所 97ヶ所

②
①

③

④

⑥⑫

⑭

⑪

⑩

⑨ ⑦

⑧ ⑤

⑮

⑬
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JICAの業務範囲
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二国間援助（主要3業務）

⚫ JICA法第3条に基づく目的を達成するため、第13条に定める11の事業を展開しています

⚫ 特に二国間援助である有償資金協力・技術協力・無償資金協力が主要3業務です

開発途上地域の経済及び社会の開発若しくは復興又は経済の安定に寄与することを通じて、

国際協力の促進並びに我が国及び国際経済社会の健全な発展に資することを目的とする。

JICA法 第3条

（機構の目的）

JICA債
充当先

2023年、トルコ共和国にお
ける地震被害に対する緊
急援助隊による救助活動
（写真：JICA）



有償資金協力 無償資金協力 技術協力

（写真: インド・都市鉄道建設事業（円借款）） （写真: ザンビア・地下水開発事業） （写真: パレスチナ・母子手帳プロジェクト）

低利かつ返済期間の長い譲許的条件で、社会経済

発展のために必要な公共事業等に必要な資金を、途

上国政府に対し融資する事業です。一定以上の所

得水準に達した国が対象です。

有償資金協力業務の9割程度を占めています。円以

外にも、米ドル建の融資も可能です。

開発途上国などに返済義務を課さないで、経済社会

開発のために必要な資金を贈与する協力です。

日本の技術・知識・経験を活かし、開発途上国の社

会経済の開発の担い手となる人材育成、政策制度

作り等の支援を行ないます。

開発途上国において民間企業が行う開発効果の高

い事業に対して投融資を行う事業です。

5

JICAの主要スキーム

⚫ JICAは政府開発援助（ODA）の一元的実施機関として、開発途上国の社会経済発展のため、有償資金協力・無償資金

協力・技術協力の主要3事業をはじめとする各種事業を実施しています

円借款

海外投融資

写真提供：JICA



取組実績（2023年）

6

（注）各事業額は小数第1位四捨五入のため、合計値と合わないことがあります。 ※1 有償資金協力勘定予算による技術支援などを含み、管理費を除く技術協力経費実績。 ※2 円借款、海外投融資（貸付・出
資）の承諾額。（ ）内は案件数。 ※3 贈与契約（G/A）が締結された案件の供与限度額。（ ）内は案件数。 ※4 内訳はシニア海外協力隊、日系社会シニア海外協力隊、国連ボランティア、日系社会青年海
外協力隊。これらは1998年までは他の形態の実績として集計。



地域別（承諾累計） （2023年度末時点）

年度末 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

合計 15,666 12,747 24,506 24,643 18,733

円借款 14,932 11,580 23,239 21,258 14,584

海外投融資 734 1,167 1,267 3,385 4,149

東南アジア
38.1%

東・中央アジア
10.7%

南アジア
28.9%

大洋州
0.4%

中南米
4.9%

アフリカ
3.7%

中東・欧州
10.3%

その他
3.1%

電力・ガス
18.6%

運輸
37.6%

通信
2.2%

灌漑・治水・干拓
3.8%

農林・水産業
3.1%

鉱工業
5.3%

社会的サービス
13.5%

プログラム型借款
13.6%

その他
2.2%
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取組実績－有償資金協力

分野別承諾額                                                                                                            

有償資金協力承諾額（単年度） （単位：億円）

累計（2023年度末）単年度（2023年度）

電

力

・

ガ

ス 
8.8

運輸 50.0

灌漑・治水・干拓 
0.1

農林・水産業 1.3

鉱工業 
9.4

プロ

グラ

ム型

借款 
9.1

社会

的

サー

ビス 
6.4

その他 14.9
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JICAグローバル・アジェンダ（JGA）－デジタル化の促進

9

■デジタル化のベースとなる基盤整備■開発事業でのDX推進

開発途上国の『デジタル化の促進』 課題解決に向けた、の２つの協力方針
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有償資金協力－円借款（インフラ整備）

ベトナムは、世界でも有数の災害多発国の一つであり、台風や豪雨に

よる風水害が頻発しています。また、人口の7割以上が風水害の影響

を受けやすい地域に居住しており、災害被害軽減・予防対策の推進が

喫緊の課題となっています。 同国が所有する地球観測衛星（光学衛

星1基）は、観測可能な時間帯や天候等の制約があり、常時観測が

出来ないため、その場合は分析のため他国の観測データを入手して補

完している。災害発生時の被災状況等を迅速に把握するためにも、自

国の地球観測衛星によるモニタリング体制強化が急務となっています。

本事業では、地球観測衛星の開発・利用に必要な関連施設の調達・

整備とそれら施設における衛星観測データ利用のための人材育成を行

うことより、災害・気候変動の為の計画立案及び災害対応体制の強化

を図り、減災に寄与します。

また、地球観測衛星の開発・製造・打上げ、衛星の運用システム構築

などにおいて本邦技術が総合的に活用されます。

ホアラックハイテクパーク内のベトナム国家宇宙センター建設現場
（写真提供：ベトナム国家宇宙センター）

期待される主な事業効果

地球観測衛星の整備により災害・気候変動体制の強化を支援
事業名 衛星情報の活用による災害・気候変動対策事業(I)(II)（円借款）

国・地域 ベトナム（東南アジア）

融資額（承諾日） 260.98億円（2011年11月2日（I期）、2022年5月23日（II期））

－災害・気候変動対策技術の高度化
－災害時における救助活動の適正化・減災効果

事業内容

－地球観測衛星の建設
－宇宙センターの建設
－人材育成



有償資金協力－海外投融資（ファンド出資）
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独立行政法人 国際協力機構｜Japan International Cooperation Agency 12

サイバーセキュリティとデジタルトラストサービスに関する日ASEAN能力向上プログラム強化プロジェクト
（AJCCBC）

ASEAN地域におけるサイバーセキュリティ（CS）と信頼できるデジタルサービスの実現に向けて、CS人材能力および対応力向上に資する技術協力
プロジェクト。CSにおける課題は多岐にわたるが、特に技術力強化や人材育成の分野にフォーカスして実践的サイバー防御演習（CYDER）*、ネッ
トワーク・フォレンジック、マルウェア解析等の研修を提供。

案件概要

実施期間 ：2023/3 ～2027/2 (4年間)

実施機関 ：タイ国 国家サイバーセキュリティ庁（NCSA）

対象地域／対象者 ：ASEAN諸国／サイバーセキュリティ関連人材

案件背景 ：

• 2018年9月、日本政府はASEAN事務局・タイ政府とタイのバンコクにAJCCBCを
設立。CS人材育成の拠点として、総務省支援の下で演習を提供。

• 2023年3月以降、ASEAN事務局との技術協力協定に基づく JICA 技術協力
プロジェクトとして協力を開始。
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01 • ASEAN CS専門家向けのハンズオン研修
o 研修提供人数累計：2,878名（第三者連携研修含む）

o 研修提供数（第三者連携研修含む）：33件

• ASEAN若手CS技術競技Cyber SEA Game (年1回)

ー 優勝チームは来日し、日本の関連機関を訪問（2023,2024年度）

o 参加者累計：80名（[40名・10チーム]×2年）

03 • 第三者機関と連携したCS関連の研修やセミナー等

o オランダ、イギリス、カナダ、NICT等との連携：累計19件

• ASEANにおけるCS研修のニーズ調査（年1回）

主な活動と実績（2023/3~2025/9）

直近の活動

• NCSA内に研修施設を再開所（2025.8）

ー ASEAN向けCS研修・連携をさらに強化

• CYDER演習のシナリオを刷新(2025.8)

ー 総務省、NICTにより教材をアップデート。

• TEAM ASEANのICC参加（2025.11）

ー サイバー競技会 International 
Cybersecurity Challenge （ICC）の日本
開催に伴い、ASEAN各国から競技者を選抜し
Team ASEANを形成・参加予定。

2024年度Cyber SEA Game

再開所式(2025年8月18日)

*CYDER: Cyber Defense Exercise with Recurrence

研修の様子

技術協力（CS人材の育成） 実施中



技術協力（AI人材の育成）
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計画中



オファー型協力（カンボジア デジタル経済社会の発展支援）
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出所：外務省
100597089.pdf

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/100597089.pdf


I. JICAの組織・事業概要

II. JICAの取り組み事例

III. 特徴と役割、JICTへの期待

目次

15



１．JICA事業の特性と役割

• JICAの取組：①途上国の、②経済・社会の開発、が目的
• JICAの強み：
✓ 幅広いODAメニューを組み合わせた課題解決（ハードｘソフト、上流から下流）
✓ 途上国政府との信頼関係

特性と役割分担、JICTへの期待

16

２．JICTへの期待と連携可能性

• 質の高いインフラ輸出のパートナー
• オファー型事業（柱：デジタル化の促進・DX）での連携
• ファンド出資での連携
• JICT/JICAが支援しているビジネスの連携
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